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Abstract 

This report describes the construction of a problem-solving business model using specified 

joint real estate ventures as a case study in a rural area where the number of vacant houses 

has increased significantly, using an industry-academia collaboration scheme. The following 

activity outcomes were obtained as a result of the action research through an industry-

academia collaboration. First, in response to the issue of building relationships and having 

sufficient mutual understanding in implementing an industry-academia collaboration, a 

business division was newly established within the company to strengthen the 

implementation system of the collaboration. Second, in the process of constructing the 

business model diagram, the know-how possessed by both the industry and academia was 

shared to create a business model that resolves local issues, and the process of citizen 

participation was introduced into this model. In doing so, investment by citizens and residents 

was named "investment in the future of the city," and the involvement of citizens and residents 

in the project process was clearly indicated. 
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はじめに 

まちづくりにおける課題として，全国的に指摘される事項の一つが空き家問題である。2018 年

10 月 1 日時点における空き家数は，全国で 848 万 9 千戸とされ，これは総住宅数の 13.6％を占

める 1)。1998 年～2018 年の 20 年間において，空き家数は約 1.5 倍に増加しており，総世帯数に

対する住宅総数が約 16％も上回る状況となっている。空き家問題は，居住環境の悪化や防災・防

犯上の懸念につながることが指摘されており，政策的な対応が喫緊の課題とされている 2)。 

深刻化する空き家問題への対応の一つとして，政府は，土地の有効利用や都市及び市街地開発

事業の推進の際に用いられている不動産証券化手法の活用を模索している。政府は，不動産特定

共同事業法を 2017 年に改正し，空き家・遊休不動産の利活用を念頭に，その対象に小規模不動

産を含めること，及び資金集めの際のクラウドファンディングの利用を認めている。  

ただし，不動産証券化手法は，都市部を中心に用いられてきたのに対して 3)，空き家が集中し

ているのは地方部であり 4)，不動産特定共同事業を用いた小規模不動産の利活用事例は着手段階

であるといった現状から 5)，この方策の展開可能性は未知数な点が多い。 

そこで，本研究では，空き家の増加が顕著な地方部を念頭におき，不動産特定共同事業を用い

た事業モデルの検討を行う。なお，本研究の実施にあたり，宮城大学事業構想学群地域資源マネ

ジメント研究室と中城建設株式会社は共同研究契約の締結を行い，2021 年 4 月～2022 年 3 月の

期間において，以後のモデルの実装に向けた実践研究活動を実施した。第一段階の試みとして，

企業内に部署を新設し，空き家の利活用による事業モデルの構築についての検討を行った。本報

告は，その活動の成果の一端を示すものである。 

不動産特定共同事業の小規模事業への活用経緯 

1．2017 年の法改正について 

不動産特定共同事業法は，バブル経済崩壊後の 1995 年 4 月 1 日に施行（1994 年 6 月 29 日公

布）された制度であり 6)，その目的は「投資家から出資を受けて不動産取引を行い，その収益を

投資家に分配する不動産特定共同事業を規制し投資家保護を図る」7)こととされた。 

この不動産特定共同事業法が成立した背景には，1987 年に登場した不動産共同投資商品の存

在があり 8)，これが土地の有効利用や都市開発事業を促進する役割を果した一方で，経営基盤の

脆弱な事業者による商品提供や情報公開の不足によって投資家への被害が相次ぎ，とりわけ 1991

年以降のバブル崩壊においては，投資家への深刻な被害を助長していたという指摘があった 9)。

そのため，投資する市場の必要最小限のルール整備，及び投資家保護を目的に，あらたに制定さ

れたのが，不動産特定共同事業法であった 9)。 

以降，社会背景に応じて法改正が行われてきたことが確認される。1997 年に市街地都市開発等

の有効活用を促進するための改正 9)，2013 年に特別目的会社を用いて倒産隔離を図る仕組み（特

例事業）を導入するための改正 7)，2017 年に空き家や未利用の公共空間の活用を認めるための改

正が行われた。本研究では，2017 年の改正に着目している。ここでの改正の内容は，1）事業者

の資本金要件の緩和と 5 年間の登録更新制により出資総額等が一定規模以下の事業を営む「小規

模不動産特定共同事業」の創設，2）インターネット上での書面等の手続きや資金調達を可能とす

るクラウドファンディングに対応した環境整備，3）良質な不動産ストックの形成を推進するため

の特例事業等に関する規制の見直しである 10)。さらに 2019 年には，クラウドファンディングの

利用に関する更なる促進策が追加され 11)，事業者の参入や幅広く投資を募るための工夫がなされ

ている 12)。 

国土交通省が公表する事業者一覧 13)によると，2022 年 1 月 31 日時点で，不動産特定共同事業

者は 205 事業者（金融庁長官・国土交通大臣許可 77 事業者及び都道府県知事許可 128 事業者）

となっており，小規模不動産特定共同事業者は 39 事業者（金融庁長官・国土交通大臣登録 12 事

業者及び都道府県知事登録 27 事業者）の登録がみられる。なお，不動産特定共同事業者とは，不
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動産特定共同事業法に基づき，投資家からの出資をもとに不動産の取引を行い，それらの不動産

取引から生じる収益または利益を投資家に分配する事業を行うことを許可された法人を指す。小

規模不動産特定共同事業者とは，不動産特定共同事業のうち，出資額が一定規模以下の小規模な

不動産特定共同事業を行うことができる登録を受けた法人である 14) 15)。 

2． 2020 年度における検討会について 

上記の流れを踏まえて，国土交通省では，2020 年 6 月に「不動産特定共同事業（FTK）の多様

な活用検討会」を設置し，不動産特定共同事業の多様な活用策の検討に入った。表 1 は，検討会

の開催日時と検討事項を示したものである。検討会では，ヘルスケア分野とまちづくり分野に議

題を分けており，この 2 分野に焦点を定めていたことが確認される。全 6 回の検討が行われ，中

間とりまとめ 16)が提出されている。 

表 1 「不動産特定共同事業（FTK）の多様な活用検討会」の実施状況 

 

 

（出所 国土交通省（2020; 2021）「不動産特定共同事業（FTK）の多様な活用検討会」会議資料を基に作成） 

空き家の活用に関しては，まちづくり分野の議論で取り扱われており，地元有志から出資を募

ることで，出資者が利用者ともなり，事業における地域性を高め，持続的な事業展開が期待でき

ることについての言及がなされている。ただし，まちのシンボルとなる施設開発や古民家の再生

に関する事例が掲載されているものの，事例は少数にとどまっていることが課題として指摘され

ている。一方で，高齢者施設や保育施設，医療モールの設置をはじめとするヘルスケア分野での

活用において進展が見られるとされる。 

実証研究①：産学連携による共同研究の実施体制の構築 

1．産学連携による事業実施の課題

近年，オープンイノベーションの概念が注目を集め，企業セクターにおいて，他業種と連携し

た研究開発や新規事業開発が促進されている。その目的はイノベーションであり，企業単体では

成し得ない成果を産学連携などによって創出しようとする試みである 17)。ただし，連携における

価値創造は容易ではなく，一定のノウハウが必要とされる。産学連携を円滑かつ効果的に進める

ための要点としては，実施プロセスの段階に応じた関係性の構築や 18)，調整役を担う人材（コー

ディネーター）の確保が提示されており 19)，加えて，連携を機能させるためのマネジメントの必

要性が強調されている 20)。 

また，産学連携によるビジネスモデルを確認すると，その目的を地域活性化としているケース

が多く，そこでは，地域をエコシステムとして認識し，地域における多様なセクターと協働する

視点が不可欠とされ，協働の場となるプラットフォームの整備が必要であることが指摘されてい

る 21)。なお，連携や協働の調整にあたっては，中間支援の立場からのマネジメントが必要とされ

ることから，大学がその役割を担うケースも増えてきていることが述べられている 22)。 

なお，本報告は，東北地方における産学連携の事例であるが，先行研究では，企業の規模や地

域性も考慮にいれる必要の指摘がなされている 23)。産学連携による共同研究の実施状況をみると，

大企業が取り組む事例が多く，大企業の場合，産学連携を進める人材の確保が比較的容易であり，

知見の集積も進んでいることが指摘されている。また，地理的にみると，首都圏の企業が多く，

第１回目 2020 年 6 月 29 日 FTKをめぐる現状及び課題

第２回目 2020 年 8 月 4 日 ヘルスケアFTKをめぐる課題と対応

第３回目 2020 年 10 月 20 日 まちづくり分野におけるFTKの課題と対応の方向性について

第４回目 2021 年 2 月 17 日 ヘルスケア分野におけるFTKの課題への対応について

第５回目 2021 年 4 月 20 日 まちづくり分野におけるFTKの課題への対応について

第６回目 2021 年 6 月 29 日 不動産特定共同事業（FTK）の多様な活用手法検討会 中間とりまとめ（案）概要

2021 年 7 月 20 日 「中間とりまとめ」提出
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関東・近畿・東海地方の企業の取り組みが多いことが報告されている 24)。 

こうした状況の中，本報告での事例は，東北地方の公立大学と中小企業との連携であり，プロ

ジェクトの成功には，密接なコミュニケーションに基づく連携関係の構築が求められる。この条

件下での産学連携について，北村ら（2015）の指摘を以下に引用しておきたい。大企業のように，

企業が研究・開発部門を有する場合には，大学との専門的な議論や意思疎通が図れることから，

物理的な距離が阻害要因とならない一方で，研究・開発部門を持たない中小企業では，大学から

見て，「研究の実質的な相手は，企業の経営者や製品開発担当者であることが多い。このため，共

同研究を進めるうえで，研究や開発の進捗に合わせて大学教員と十分な意思疎通を行うために，

直接の面談が必要となる場合が多い。すなわち，大学と企業との物理的な距離が，共同研究の実

施において重要な因子になっていることが考えられる」ことを指摘している 23)。 

2．実施体制の構築 

共同研究のテーマは「不動産事業ファンドを活用した産官学連携によるまちづくりモデルの構

築」であり，産学連携により，不動産特定共同事業を用いた課題解決型事業モデルの構築を試み

るものである。なお，空き家などの社会課題を対象とする上では，自治体との連携も重要事項で

あることから，まずは，産学連携によるモデル構築を進めるものの，産官学の要素をテーマに盛

り込んでいる。 

なお，中城建設株式会社は，仙台市に本社があり，2020 年に不動産特定共同事業法に基づく

ファンドの事業許可を取得し，「まちワク。ファンド」と呼称するファンド商品を展開する事業者

である。不動産特定共同事業によるファンドの仕組みを用いて，仙台市内に障がい者の自立支援

型住宅（グループホーム）を整備した実績を有する 25)。共同研究の開始時点において，宮城県内

において許可または登録を得ている不動産特定共同事業者は 2 社であり，うち，ファンドの案件

組成の実績を有する事業者は中城建設株式会社 1 社だけであった。また，宮城大学地域資源マネ

ジメント研究室では，参加型のまちづくりの取り組みを数多く手掛けており，合意形成及びコミュ

ニティデザインのノウハウを有している。

図 1 共同研究事業実施における連携スキーム 図 2 連携によるプラットフォームのイメージ 

図 1 は，産学連携の開始にあたって，新たに構築した体制図である。中城建設にとっては，大

学との共同研究は初めての試みであったことから，産学の関係性の構築と社内に対する新規事業

の周知を目的に，コミュニティデザイン事業部を新設した。この事業部は，あくまで企業内の一

部門であるが，図中にあるように，産学連携で運営するイメージでの開設であった。コミュニティ

デザイン事業部で，最初に着手したのは，モデルフィールドの選定であり，不動産特定共同事業

を用いた空き家の活用に関心のありそうな自治体やまちづくり組織のリサーチを実施した。ヒア

リングやまちづくりワークショップを通して，地域におけるニーズの把握を共同研究の具体的活

動として実施していった。 

図 2 は，コミュニティデザイン事業部の取り組みのイメージを示した概念図である。空き家問
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題という特定の課題を取りあげるものの，地域や社会の課題を広範に捉えて，周囲の多様なセク

ターとの連携の要素を盛り込んでいる。産学連携によって設置されたコミュニティデザイン事業

部を中心に，多様な主体との連携を「地域共創まちづくりエコシステム」と表現し，「地域資源と

地域資金の循環による持続可能な協働まちづくり」というヴィジョンを掲げた。 

3．共同研究の実施プロセス 

表２は，2021 年 4 月から 11 月における共同研究の取り組みについて，主要な事項を表したも

のである。新型コロナウイルス感染症の蔓延期であったことから，2021 年 12 月以降の活動は低

調となった。 

表 2 共同研究事業のプロセス 

コミュニティデザイン事業部の新設後，共同研究事業の開始を踏まえて，プレスリリース及び

記者発表会を実施した。記者発表会を開催した目的は，取り組みの周知である。8 月より自治体

へのヒアリングを開始し，ニーズの把握に努めた。また，不動産特定共同事業を用いた空き家の

活用に関心のあった自治体のまちづくりワークショップに協力する中で，自治体内のフィールド

調査を行った。その結果，地域の過疎化及び空き家問題の深刻化を課題とし，その解決を望む地

域との出会いがあり，そこをモデルフィールドとして，以降，事業プラン及び事業モデル図の作

成を実施した。また，他県における先進事例（神奈川県鎌倉市）の視察も実施している。 

実証研究②：不動産特定共同事業を用いた地域課題解決型の事業モデルの形成 

1．コミュニティ再生における資金調達の課題

近年，非営利セクターの活動が活発になり，その活動資金の確保の観点から，コミュニティファ

ンドが相次いで設置されてきたことが把握できる 26)。また，施設の設置を含めた，まちづくりを

対象とする活動に対する資金援助の枠組みの構築も進められてきた。そのうち，本稿で取りあげ

る不動産証券化をも含めた資金支援スキームとしては，一般財団法人民間都市開発推進機構（通

称，MINTO 機構）のファンドがあり，志村（2008）では，上記の事例もコミュニティファンド

に含めている 27)。その具体的な事例としては，歴史的建造物の保全や町家のリノベーションなど

があげられる 28)。 

コミュニティファンドの対象地域は，都市部から地方部にまで広がっており，特に，地方部の

空き家を活用した事業では，収益性の確保の面では困難さがみられるものの，コミュニティの再

生など，まちづくりの面からの評価を得ている事例が確認される 27)。 

その一方で，丸谷ら（2007）は，京町家の保存・再生の事例をもとに，住民・市民による投資

年 月 日 概要

2021 4 1
共同研究 契約締結
コミュニティデザイン事業部 共同設立（社内に設置）

5 20 共同研究事業 プレスリリース

6
3
4

共同研究事業 記者発表会
フィールド調査開始

8
23
26

自治体へヒアリング（自治体の取り組み・課題）
自治体のまちづくりワークショップへ協力①

9
21
27

モデルフィールド調査（全体把握①）
モデルフィールド調査（全体把握②）

10

1
6

14
23
29

事例視察（施設運営事例）
自治体のまちづくりワークショップへ協力②
自治体へヒアリング（地域の現状・課題）
自治体のまちづくりワークショップへ協力③
モデルフィールド調査（候補エリアの把握①）

11

5
12
16
24

モデルフィールド調査（候補エリアの把握②）
事例視察（ソフト事業事例）
事例視察（不動産クラウドファンディング活用事例）
モデルフィールド調査（キーパーソンへのヒアリング）



佐藤加奈絵：産学連携による不動産特定共同事業を用いた地域課題解決型事業モデルの構築に関する一考察 

068

は，配当率が低くとも事業への理解が深まることで促進される可能性があるとしている。ただし，

配当率を低く設定する場合，アレンジャーや専門家の費用をほぼ無償ボランティアに近い形をと

ることで成立する点に留意する必要性を指摘している 29)。 

 また，岡田ら（2020）は，事業主体となる企業側の重要性を指摘し，積極的にビジネスモデル

を変革し，地域からの投資も踏まえて，ステークホルダーとの合意形成を重視したプログラムマ

ネジメントの導入が不可欠であることを述べている 30)。

加えて，合意形成に関して，馬場ら（2015）による小規模地熱発電の事例研究では，近隣住民

間の信頼関係に基づく地域資源を活用した事業形成に係るステークホルダーの懸念として，外部

の投機的事業者の進出による地域のコミュニティの崩壊を挙げており，ステークホルダーとの合

意形成を図り丁寧に関係性を構築することの重要性を指摘している 31)。 

2．事業モデル図の作成 

本研究では，初年度における共同研究のゴールを，産学官連携事業のモデル図の作成に定め，

関係者へのヒアリングを経て，概念図の作成を進めていった。この概念図の作成には，パワーポ

イントを用いており，フォーマットは，上段に，事業のカテゴリー，プロジェクト名，データの

更新日を記入する欄を設け，中段には，事業モデルの仕組みを描写したスキーム図を記載し，当

初，下段には，実施フィールド，事業に関わる具体的なステークホルダーを記入する欄を設けた。

このようにビジネスモデルを図で示すことは，多様なステークホルダーの合意形成を図る際に効

果的であると考えられる。 

図 3 事業モデル図（構想当初） 図 4 事業モデル図（改訂版） 

まず，2021 年 4 月時点での事業モデルが図 3 である。ヘルスケア分野との組み合わせによっ

て，空き家を市民参加型でリノベーションし，グループホームとして活用する案を示した。これ

に基づいて，モデルフィールドの開拓を進めていった。 

 中段の事業モデルでは，都市部や近隣地域の市民・住民の参加の方法を示した。参加者は，こ

の不動産ファンドの活用の仕組みに対して，出資だけでなく，施設設置のプロセスへの関与も可

能なスキームを提示した。この過程において，上部の矢印は，プロセスへの参加の流れを表して

いる。参加者となる市民・住民は，ワークショップやリノベーションによって事業の具体化を検

討するだけでなく，宣伝やアイデア出しによる参加が可能であり，続く運営の段階では，運営協

力者として継続的な関わりを持つことができる。 

下部の矢印は，出資による参加の流れを示している。この出資の流れを，「まち未来投資」と命

名し，少額でも地域に対する思いや地域を活性しようとする志が，その出資の根底にあるという

考えを表現した。 

本事例に当てはめると，グループホームに転換しようとする不動産（土地・建物）に対し，不

動産特定共同事業法に基づくファンドを用いて投資を募り，資金調達・運用を行う際，近隣地域

または都市住民は対象物件への投資を通した参加が可能であり，この投資による参加の仕組み全

体を「まち未来投資」としてモデルを構想した。 
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図 4 は，ヒアリング調査及びフィールド調査を踏まえて検討した改訂版の事業モデル図である。

図 3 を基盤に，モデルフィールドの自治体やキーパーソンへのヒアリング，フィールドワークを

行い，地域特性の把握を行い，加えて，運営事業者を特定し，モデルの具体化を図った。図 3 か

ら図 4 に更新した際の主な改善点としては，グループホーム内に，地域の方々も出入りできる「ま

ちの共創の場」を設けたこと，自治体における地方創生の取り組みとの連動性を企図したこと，

運営事業者を特定したことである。あくまでこれは概念の提示であるが，以降の共同研究では，

このスキームの実装を行うことにしている。 

考察・おわりに 

2017 年における不動産特定共同事業法の改正は，これまで市街地の整備やビルなどの建設に

用いられてきたいわゆる不動産ファンドを，空き家などの小規模の物件にも適用させ，地域コミュ

ニティレベルでの課題解決に資するよう行われたものであった。その制度は徐々に浸透し，東北

地方においても，具体事例が確認されてきている。本研究は，深刻化する空き家の利活用策をテー

マに，不動産特定共同事業を用いた事業モデルの構築を試みたものである。その結果，以下の点

についての検討を図ることが出来た。 

第 1 に，産学連携の実施において，課題とされる関係性の構築と取り組み内容の理解を深める

ことを目的に，共同研究を担う部門として企業内にコミュニティデザイン事業部を新設したこと

である。事業部を主体として，関係者へのヒアリング，モデルの構築，他地域事例の視察を協働

で行ったことで，産学における共通認識の形成，一体感の創出につながった。 

また，本事例での新規部署の創設とその意思決定の迅速さには，産学間の関係性構築・相互理

解のプロセスに企業側のマネジメント層（経営者及び部門長）が参画していたことの影響が大き

いと考えられる。産学連携に関する先行研究では，大企業の事例が多いこと，知見の集積が進ん

でいることが確認されたが，他方，中小企業内の初の産学連携事業を立ち上げるためには，マネ

ジメント層を含めた共通認識の形成が要諦となることが示唆される。 

第 2 は，企業における不動産特定共同事業に関するノウハウと大学の有する参加型まちづくり

に関するノウハウを融合させ，産学官による，地域課題解決型の事業モデルの構築を図ったこと

である。地方部における空き家問題の解決策として不動産特定共同事業の活用可能性を探るうえ

で，先行研究でも指摘されるステークホルダーとの合意形成を重視し，事業の具体化から運営に

至るプロセスへ市民・住民の参加を図り，空き家の活用による地域コミュニティへの影響を考慮

した検討を可能とする事業モデル図を作成した。その際，特に，市民・住民の出資に対して「ま

ち未来投資」というネーミングを行い，市民・住民の関わりを明示することが出来た。 

他方，先行研究の知見を踏まえると，今後想定しているビジネスモデルの構築の過程において

収益性が確保されてくることとなれば，それと同時に外部の投機的事業者の参画も懸念される。

事業のステークホルダーとの関係性に加えて，コミュニティの崩壊・散開を招き得る，外部の好

ましくない主体との関係性のマネジメントも重要になってくるであろう。 

今後は，実際に空き家の取得を行い，実証研究を実施する段階となる。産学連携体制の維持や

市民・住民の出資を取り付けるというハードルの高い課題が想定されるが，空き家問題をはじめ

とする地方部の課題を解決し持続可能なまちづくりの実現のために，引き続き，共同研究を進め

ていく計画である。 
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